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凡 例 

１ 略称 

(1) この冊子中の記載において、「平成23年（2011年）産業連関表作成基本要綱」については、特段の必要が

なければ「基本要綱」と表記している。 

 

(2) 産業連関表の正式名称は、「平成23年（2011年）産業連関表」のように、和歴と西暦を並列するものであ

るが、基本要綱での説明においては、「平成23年（2011年）産業連関表作成基本方針」の部分や、部・章の

タイトルなど、特に必要と考えられる場合を除き、基本的には「平成23年表」のように和歴のみで表記し

ている。なお、作成周期に関する記載部分のように西暦で示す必要がある場合については「平成23年（2011

年）表」のように表記している。 

 

(3) 基本要綱で使用している略語に関する初出箇所と内容は、別紙のとおりである。 

ただし、第１部第１章の「平成23年（2011年）産業連関表作成基本方針」については、基本要綱に先行

して、平成22年12月に取りまとめたものの再掲である（基本方針の別紙「平成23年（2011年）産業連関表

作成スケジュール」については、平成24年９月に改正）。そのため、その中で用いている略語については、

基本的に、第１部第１章の中でのみ有効なものとして、別紙には掲げていない。 

 

２ 用語 

(1)「財・サービス」と「商品」 

基本要綱では、我が国の産業連関表が「商品×アクティビティ（商品）のクロス表」（第１部第１章３

(1)）とされていることから、財・サービスを包括する用語として、基本的に「商品」を用いている。しか

し、文意として「財・サービス」の方が分かりやすいと考えられる場合については、「財・サービス」を用

いているほか、「財」「サービス」の一方について該当する記載の場合には、それぞれ使い分けている。 

 

(2) 「金額」、「計数」及び「取引額」 

基本要綱では、数値に関する用語として、「国内生産額」、「投入額」、「産出額」といった固有名詞として

使用するもののほか、主に「金額」、「計数」及び「取引額」を用いている。これらについては、おおむね、

以下のような使い分けをしている。 

①「金 額」･･･ 実額に関する一般的な用語として用いる。 

②「取引額」･･･ 取引基本表における個々のセル（国内生産額を除く。）の数値を念頭に置いている記載

の場合に用いる。 

③「計 数」･･･「計数調整」という用語として用いる場合、また、文意として、取引基本表以外の係数

表及び付帯表における実額以外の数値を含む場合に用いる。 

 

３ 図表番号、注番号 

  図表番号及び注番号は、基本的に「（部）－（章）－（一連番号）」で付している（例えば、第１部第３章

の５番目の注は「注１－３－５」）。ただし、図表中の注について一連番号を付すことで煩雑になると思われ

る場合（一連番号を付さなくても紛れがないと思われる場合）及び序文については、単に「（注）」や「（注１）」

のように表記している。 

なお、章立てのない第２部については、「２－（一連番号）」としている。また、付録については「４－（章）

－（一連番号）」としている。 
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【別紙】　基本要綱で用いる略語一覧

略　　　語 省略前の文言、又は略語の意味

４(1) 93ＳＮＡ 国際連合が1993年（平成５年）に勧告した国民経済計算の体系

４(1) 08ＳＮＡ
国際連合が2008年（平成20年）から2009年（平成21年）にかけて採択した国民経
済計算の体系

４(2)ア 分類コード 各部門に付するコード

前文 基本方針 平成23年（2011年）産業連関表作成基本方針

前文 公的統計基本計画 公的統計の整備に関する基本的な計画（平成21年３月13日閣議決定）

１(1) ＳＮＡ 国民経済計算の体系

７ア 支援プログラム 産業連関表作成業務支援プログラム

別表５ 政府及び独立行政法人等 中央政府、地方政府、独立行政法人及び特殊法人等

４(1) 総務省 総務省（政策統括官室）

４(2)イ 経済センサスデータ 経済センサス-活動調査のデータ

４(2)イ 統計センター 独立行政法人統計センター

５(1)② セル 取引基本表の各マス目

５(1)③ 皮ハギ
購入者価格になっている投入額（第一次推計値）から、商業マージン及び国内貨
物運賃に相当する金額を控除すること

５(2)イ(ｹ) 持家等 持家、給与住宅及び寮等

５(5)ウ(ｱ) 68ＳＮＡ 国際連合が1968年（昭和43年）に採択した国民経済計算の体系

５(7)ア 機械調整 機械的にバランス調整を図る手法

５(7)ウ 計数調整会議 計数調整のための大規模な会議

５(8)ウ(ｱ)② 行別マージン額 行部門別商業マージン額

５(8)ウ(ｲ)③ 行別運賃額 行部門別国内貨物運賃額

７(1) Ｖ表 産業別商品産出表

９(2) 名目表 時価評価による接続産業連関表

９(2) 名目値 名目表の中の計数

９(2) 実質化 最新年次の価格を基準として過去の取引額等を再評価すること

９(2) 実質表 固定価格評価による接続産業連関表

９(2) 実質値 実質表の中の計数
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